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新商品開発の歴史
出所 ： 郵便事業株式会社
 日本郵政株式会社

ヤマト運輸

（単位：百万個）

郵便事業

　ただし、一口で何個もの荷物を運ぶ一般的な積合せ運送や

判取り不要のメール便などは、宅配便のカウントに入りません。

宅急便の成長

　ヤマトグループの主力商品である宅急便は、1976年の発売

以来、クール宅急便や宅急便コレクトといった戦略商品の開発

と時間帯お届けサービスやドライバーダイレクトといった配達

1986年 コレクトサービス

1988年 クール宅急便

宅配便市場の成長

宅配便取扱個数の推移

　この調査は、各事業者が報告した取扱個数を国土交通省が

集計したものです。

　宅配便としてカウントされている貨物はC2C、B2C、B2Bな

どの運送形態に関係なく、重量30kg以下の一口一個の貨物を

指します。
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宅配便取扱個数の推移
トラック 宅配便合計

品質の向上という徹底した差別化戦略を推進し、宅配便市場

におけるマーケット成長率以上のパフォーマンスを残し、着実

にシェアを拡大させてきました。

　現在は、戦略商品や単なる品質向上にとどまることなく、今

後、成長が期待できる事業エリアを対象としてIT（情報）機能、

LT（物流）機能、FT（決済）機能を駆使した新しい事業やソリュー

ションモデルを創出し、宅急便のさらなる成長を図っています。

　ヤマトグループは2010年3月期、アジア圏におけるグロー

バル戦略の一環として、宅急便事業を上海やシンガポールへ

と拡大しました。日本一国のみならず、今後も著しい経済成長

が見込まれるアジア地域へと宅急便事業を展開し、高品質な

宅急便サービスの提供や今まで海外に存在しなかった新しい

価値を提供することで、アジアを中心としたグローバルサプラ

イチェーンロジスティクス企業を目指します。

2000年3月期

2000年3月期は、一部の事業者が既存

貨物を宅配便へ切り替えたことによる増

加分も含まれております。この特殊要因

を除くと、前期比で5.9%の増加となり

ます。

2007年10月

2007年10月の郵政民営化に伴い、郵便

事業株式会社は貨物自動車運送事業法

等の適用を受けることとなったため、

2008年3月期から調査の対象となってお

ります。

注： 宅配便合計には、トラック輸送のほか、航空等利用運送事業に関わる宅配便も含まれ
ています。

出所： 国土交通省統計調査

発送側のお客様に 
対するサービスUP

配達側のお客様に
 対するサービスUP

ソリューション 提案による
 サービスUP

2002年 ドライバーダイレクト

2007年 会員制サービス クロネコメンバーズ

2009年 電子マネー取り扱いの拡充
2009年 5つのソリューションモデル

1998年 時間帯お届けサービス

1996年 365日営業開始
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